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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等(消費税および地方消費税)は含んでおりません。 

２ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」 

（企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日
至 平成18年
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日
至 平成19年
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日
至 平成19年
  ３月31日

売上高 (百万円) 139,937 141,124 139,800 281,468 280,945

経常利益 (百万円) 2,673 2,478 1,922 4,735 4,811

中間(当期)純利益 (百万円) 822 1,209 1,196 2,110 2,508

純資産額 (百万円) 19,502 23,192 25,383 19,919 24,946

総資産額 (百万円) 106,778 111,771 112,082 106,166 109,159

１株当たり純資産額 (円) 72.89 77.87 86.33 74.29 82.61

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 3.69 5.43 5.34 8.98 10.91

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 3.17 4.80 4.87 8.13 10.04

自己資本比率 (％) 18.3 17.7 18.8 18.8 19.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 6,783 7,148 5,059 9,699 9,479

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,201 △3,474 △1,827 △3,284 △4,927

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,696 △3,679 △2,608 △5,438 △3,497

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 8,324 10,398 12,351 10,414 11,481

従業員数 
(外 平均臨時雇用者数)

(名)
3,117

(8,042)

2,930

(8,329)

2,813

(8,136)

3,100

(8,128)

2,947

(8,126)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等（消費税および地方消費税）は含んでおりません。 

２ (中間)連結財務諸表を作成しているため、提出会社の１株当たり純資産額、１株当たり中間(当期)純利益お

よび潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益についてその記載を省略しております。 

３ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」 

（企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 114,486 115,148 114,201 228,716 229,285

経常利益 (百万円) 959 775 1,035 1,601 1,737

中間（当期）純利益 (百万円) 215 601 1,126 804 1,512

資本金 (百万円) 3,363 3,363 3,363 3,363 3,363

発行済株式総数 (株) 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

223,769,922 223,769,922 224,392,998 223,769,922 224,392,998

Ａ号種類株式 Ａ号種類株式 Ａ号種類株式 Ａ号種類株式 Ａ号種類株式

3,264,000 2,496,000 2,172,000 3,264,000 2,172,000

Ｂ号種類株式 Ｂ号種類株式 Ｂ号種類株式 Ｂ号種類株式 Ｂ号種類株式

6,432,000 4,848,000 3,264,000 6,432,000 4,848,000

Ｃ号種類株式 Ｃ号種類株式 Ｃ号種類株式 Ｃ号種類株式 Ｃ号種類株式

6,336,000 4,704,000 3,072,000 6,336,000 4,704,000

純資産額 (百万円) 14,829 13,669 14,326 14,315 14,342

総資産額 (百万円) 79,144 83,002 82,826 78,935 81,241

１株当たり配当額 (円) 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

― ― ― 0.00 0.00

Ａ号種類株式 Ａ号種類株式 Ａ号種類株式 Ａ号種類株式 Ａ号種類株式

― ― ― 4.20 4.68

Ｂ号種類株式 Ｂ号種類株式 Ｂ号種類株式 Ｂ号種類株式 Ｂ号種類株式

― ― ― 5.20 5.68

Ｃ号種類株式 Ｃ号種類株式 Ｃ号種類株式 Ｃ号種類株式 Ｃ号種類株式

― ― ― 6.20 6.68

自己資本比率 (％) 18.7 16.5 17.3 18.1 17.7

従業員数 
(外 平均臨時雇用者数)

(名)
1,422

(1,411)

1,355

(1,360)

1,266

(1,301)

1,399

(1,409)

1,310

(1,375)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(中間連結財務諸表提出会社(以下「当社」という。)およ

び当社の関係会社)が営む事業の内容について重要な変更はありません。 

なお、主要な関係会社の異動については、「３ 関係会社の状況」に記載のとおりです。 

  

３ 【関係会社の状況】 

青島万福普利瑪食品有限公司は株式の売却により当中間連結会計期間において持分法適用の範囲から除

外しております。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

当中間連結会計期間における従業員数を事業の部門等の別に示すと次のとおりです。 

なお、当社グループの事業形態は、同一の者が複数の商品群の生産・流通・販売活動に従事してお

り、生産・受注・販売実績と同様な商品群別の記載が困難です。このため、下記の区分によって記載し

ております。 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員数であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合には、ＵＩゼンセン同盟全プリマハム労働組合(平成19年９月30日現在組合員数

  1,664名)と、食品連合プリマハム労働組合(平成19年９月30日現在組合員数87名)があります。 

なお、組合員数には臨時従業員を含んでおります。 

  

  

事業の部門等の名称 従業員数(名)

食肉部門
331 

 (243)

営業部門
867 

 (521)

生産部門
1,419 

 (7,322)

全社共通部門
196 
 (50)

合計
2,813 

 (8,136)

従業員数(名) 1,266(1,301)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、緩やかな成長が持続し企業収益は堅調に増加傾向を示し、個人

消費も鈍化しつつも増加傾向を維持しておりますが、原油価格の異常な高騰や原材料価格の上昇による

収益悪化懸念に加え、相次ぐ表示違反の発覚による消費の減退懸念が相まって、景況感は大企業で横ば

い、中小企業では悪化を示しております。当業界におきましても、各社の競争が激化するなか、原材料

費は一段と高騰し、資材や配送コストも上昇を続けるなど、事業環境は一層厳しさを増しております。

こうした厳しい環境のなかで、当社グループは、「安定した収益を生み出す事業構造への転換」を第

一義に、コスト構造改革、消費者の視点に立った商品政策、安全・安心・おいしさの追求を推し進め、

豊かな食生活に貢献する魅力ある商品の開発に努め、組織や販売促進体制を見直して営業力の強化にも

取り組みました。また、技術開発による製造コストの削減と在庫ロスの削減および仕入の見直しを進め

ると共に、安定した収益を生み出すローコストオペレーションを推し進めました。品質保証の一層の強

化のために当社工場でＩＳＯ２２０００を取得したことに続き、グループ各社でも認証取得に取り組ん

でおります。経営基盤の充実を図りつつ、コンプライアンスの徹底は勿論のこと、植林活動をはじめと

する環境問題にも引き続き取り組んでおります。

売上高は、食肉事業が増加したものの、ハム・ソーセージ事業、加工食品事業が減少となったため、

1,398億円（前年同期比0.9％減）となりました。収益面においても、収益確保が難しい環境下、コスト

削減にも注力いたしましたが、営業利益は16億97百万円（前年同期比27.6％減）、経常利益は19億22百

万円（前年同期比22.4％減）にとどまり、その結果中間純利益は11億96百万円（前年同期比1.1％減）

となりました。

部門別の概況は次のとおりです。

＜食肉部門＞

ＢＳＥ(牛海綿状脳症)や鳥インフルエンザの影響が払拭しきれないなか、米国産牛肉の輸入量拡大が

進まず、異常気象や飼料価格の大幅な上昇により豪州産牛肉の相場も高騰し、その代替となった豚肉の

国内相場も高値が続くなど、市場環境は非常に厳しいものがありました。当社グループは強みのあるオ

リジナルブランド商品を中心とする高付加価値商品の販路確保を図り、ロス管理を徹底して事業収益の

確保に努めるとともに、昨年、過剰在庫で相場が暴落した鶏肉取引が回復したこともあって、当部門の

売上高は631億44百万円（前年同期比0.7％増）となりました。



 

 
  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 
  

＜ハム・ソーセージ部門＞

主原料である豚肉の調達価格が高騰する一方で、競合各社の価格競争が一段と激化し、非常に厳しい

事業環境が続きました。当社グループは、「香薫シリーズ」などの主力ブランド商品の拡販を進めると

共に、家族構成やライフスタイルの変化に対応して、少量化と美味しさを追求した「美味適量シリー

ズ」を新商品として発売するなど売上の拡大に努めましたが、当部門の売上高は284億54百万円（前年

同期比1.6％減）となりました。

＜加工食品ほか部門＞

加工食品ほか部門でも市場競争の激化から販売価格が下落する一方で、原料肉が高騰し原油高に伴う

包装資材や配送のコストも増大しました。タイおよび中国からの輸入商品の量的拡大を図りましたが、

輸入価格が高騰する一方で中国製品への消費者の不信感が高まるなど、非常に厳しい市場環境となりま

した。その結果、当部門の売上高は482億2百万円(前年同期比2.7％減)となりました。

当中間連結会計期間末の現金および現金同等物は、前連結会計年度末に比べ8億69百万円増加し123億

51百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞

営業活動の結果増加した資金は50億59百万円（前中間連結会計期間は71億48百万円の増加）となりま

した。これは、税金等調整前中間純利益20億83百万円および期末休日要因で仕入債務が36億91百万円増

加(売上債権は13億79百万円増加)したことなどによるものです。

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞

投資活動による資金は、18億27百万円の減少（前中間連結会計期間は34億74百万円の減少）となりま

した。これは、有形固定資産の取得による支出21億42百万円ほかによるものです。

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞

財務活動による資金は、26億8百万円の減少（前中間連結会計期間は36億79百万円の減少）となりま

した。これは、長期借入金の約定弁済43億50百万円に対し、新規借入れを26億58百万円実行したこと

で、借入金が16億91百万円減少し、また、種類株式の取得および配当金で7億21百万円支出したことな

どによるものです。



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を、事業の部門等の別に示すと次のとおりです。 
  

 
(注) １ 金額は、製造原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社の子会社プライムデリカ㈱は受注生産を行っておりますが、受注当日ないし翌日に製造、出荷し

ており、また、当社の子会社プライムテック㈱は受注生産を行っておりますが、金額が僅少なため、受

注高ならびに受注残高の記載を省略しております。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を、事業の部門等の別に示すと次のとおりです。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の部門等の名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

食肉 1,925 87.8

ハム・ソーセージ 17,018 101.3

加工食品ほか 27,258 99.9

合計 46,203 99.8

事業の部門等の名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

食肉 63,144 100.7

ハム・ソーセージ 28,454 98.4

加工食品ほか 48,202 97.3

合計 139,800 99.1



３ 【対処すべき課題】 

 
  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

平成19年度の経営環境を展望しますと、日本経済は外需主導の緩やかな拡大が続くものの、総人口の

減少と高齢化の進展による総需要の頭打ちから個人消費の拡大までは望めないものと予想されます。

当業界におきましても、需要の伸び悩みから更に販売競争が激化すると共に、家畜家禽類の疾病問題

による原料調達の制約、地球温暖化によるといわれる異常気象や、飼料・穀物類の高騰による原料高、

さらに資材価格の高騰など厳しい環境が長期化していくものと懸念されます。 

このような状況のなかで当社グループは、お客様の視点に立った安全・安心・おいしい商品の提供を

第一義に、常に挑戦的志向をもって「業務改革」「構造改革」「意識改革」の具現化を進めるととも

に、低コスト体質と総合力強化により収益性の更なる向上を図ってまいります。また、時代の変化や事

業環境の悪化に適応し得る経営基盤の強化に努めてまいります。

①販売強化策としましては、各部門の連携強化による取引の新規・深耕開拓を行うと共に、重点商品

の集中販売や地域密着型の販売体制の構築により販売力強化を図り、重要取引先と更に密接に連携でき

る体制づくりを行ってまいります。また、海外の食肉および加工品の仕入先を拡充し、家畜家禽類の疾

病によるカントリーリスクの回避を図ってまいります。

②商品政策面においては、商品企画開発機能を集約し、迅速・的確に市場ニーズを把握し、商品開発

力を強化してまいります。高級品と通常商品の二極化という市場の流れに沿った商品開発を継続し、年

代・性別・ライフスタイルの違いに応じたニーズに適応していくため、ターゲットを明確にした商品開

発に取り組み、消費者に満足していただける商品づくりに力を注いでまいります。

③コスト削減策としましては、「製造技術開発」や「革新的ものづくり」の実行による製造コストの

削減を図るとともに、仕入れの見直しにより原材料・資材コストを削減し、在庫の圧縮や全社物流の効

率化で物流コストを削減するなど、更なる経費圧縮に取組んでまいります。

④企業の社会的責任がますます問われる状況のなかでコンプライアンスを更に徹底し、消費者の視点

に立った品質保証を一層進めるために、当社工場で取得したＩＳＯ２２０００を子会社工場においても

認証取得すべく取り組んでまいります。

⑤環境への取り組みも引き続き強化し、廃棄物の発生抑制とリサイクル化、更には省エネルギー対策

への取り組みなど、地球環境保全に力点を置いた活動を行ってまいります。



５ 【研究開発活動】 

当社グループは、当社の基礎研究所、技術開発センターおよび連結子会社であるプライムテック株式

会社において、食肉生産あるいは食肉加工に関する先端的な基礎研究から、それらを活用した製品開

発、生産技術の開発に至るまで、精力的な研究開発活動を行っております。

基礎研究所では、先端的なミートテクノロジーの開発に重点をおいた研究開発を進めております。特

に、当中間連結会計期間は、おいしさ、安全性、健康、環境保全などに係わる研究開発を推進してまい

りました。おいしさに関する研究では、香気成分解析、味覚センサーなど風味の科学的解析方法の充実

を図り、さらなるおいしさ向上を目指した商品開発への展開を図っております。また、安全性に係わる

分野では、モノクロナール抗体を利用したアレルゲン検査用キット（特定原材料の未加熱・加熱用１２

種類）を開発し、生産現場への活用を推進するとともに、新たなアレルゲン検査用キットの開発も進め

ております。また、食品の変敗原因となる乳酸菌を検出するための培地を開発し、グループ企業への供

給を始めるとともに、３種類の病原菌を同時に検出する多重検出技術については、第三者評価のための

検査キットの製造を完了いたしました。さらに、ポジティブリスト制に係わる検査法の導入を引き続き

推進し、新たにＰＣＲを利用した畜種鑑別法の導入も実施いたしました。一方、健康増進あるいは疾病

予防などの役割を食品に期待する声が高まる中、保健的機能性を持った食品素材の研究およびストレス

マーカーを利用した検査キット開発などにも取り組んでおります。また、環境保全に係わる分野では、

生ごみ処理用として探索を進めてきた微生物に関し、内部および外部評価で良好な結果が得られ、社内

利用および拡販へ向けた作業を進めております。

技術開発センターでは、生産工程の省人省力化および生産性向上を目指した生産設備の開発を中心

に、新設ラインの設計や工程の信頼性向上に取り組んでおります。特に、当中間連結会計期間は、従来

にない新しい製造プロセスの技術構築と具体化を図り、大幅な工程短縮によるコスト削減に取り組んで

まいりました。

プライムテック株式会社は、ユニークな精密駆動技術を利用し独自に開発したマイクロマニピュレー

タの専門メーカーとして、装置開発、製造および販売を行っております。世界初のマウス体細胞クロー

ンの作出にも貢献した主要機器ピエゾマイクロマニピュレータ（ＰＭＭ）は広く海外にも輸出してお

り、当中間連結会計期間は昨年度追加発売したガラスマイクロピペット新規格と三次元マイクロマニピ

ュレータシステムの拡販に取り組んでまいりました。また、保有する高度なマイクロマニピュレーショ

ン技術を活用した、クローン作出技術と遺伝子導入技術をキーワードに、引き続き産官学の共同研究に

より高度な医学・医療分野のバイオテクノロジーの研究開発を推進しております。当連結会計年度より

農林水産省の推進する「アグリ・ゲノム研究の総合的な推進－医学研究用モデル家畜の開発」事業に参

加し、"マイクロマニピュレーションおよび受精・発生のプロ集団"を目指して活動しております。

なお、当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、2億53百万円です。



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更および重要な設備計画の完了はありません。 

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

  

  

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
（注）上記のうち、ＡＢＣ各号種類株式は「当会社の普通株式を対価とする取得請求権付優先株式」 

    であります。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 326,000,000

Ａ号種類株式 4,800,000

Ｂ号種類株式 9,600,000

Ｃ号種類株式 9,600,000

計 350,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月17日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 224,392,998 224,392,998
東京証券取引所
大阪証券取引所 
(各市場第一部)

―

Ａ号種類株式 2,172,000 2,172,000 ― ※

Ｂ号種類株式 3,264,000 3,264,000 ― ※

Ｃ号種類株式 3,072,000 3,072,000 ― ※

計 232,900,998 232,900,998 ― ―



※種類株式の概要は次のとおりです。 

Ａ号種類株式 Ｂ号種類株式 Ｃ号種類株式

発行価額総額（百万円） 434 652 614

発行株式数（株） 

(平成19年９月30日現在)
2,172,000 3,264,000 3,072,000

発行価額 １株につき200円 １株につき200円 １株につき200円

 

配 

当 

金

配当率 １株につき日本円６ヶ月物

Tibor ＋ ２．０ ％（上 限

10％）

１株につき日本円６ヶ月物

Tibor ＋ ２．５ ％（上 限

10％）

１株につき日本円６ヶ月物

Tibor ＋ ３．０ ％（上 限

10％）

参加条項 単純参加 単純参加 単純参加

累積要項 非累積 非累積 非累積

残余財産分配 普通株式に優先して１株に

つき200円を支払い、この

他の配分は行わない。

同 左 同 左

取得請求権 平成16年７月５日以降、毎

年７月５日から７月20日ま

での期間に取得請求可。

同 左 同 左

取得条項 平成18年10月31日以前、毎

年９月１日から翌年３月31

日の期間において、取得可

能資金額から取得必要資金

総額を超えない範囲で強制

消却可。

平成19年10月31日以前、毎

年９月１日から翌年３月31

日の期間において、取得可

能資金額から取得必要資金

総額を超えない範囲で強制

消却可。

平成20年10月31日以前、毎

年９月１日から翌年３月31

日の期間において、取得可

能資金額から取得必要資金

総額を超えない範囲で強制

消却可。

議決権 議決権を有しない。但し、

定時株主総会の決議による

優先配当額が上記に基づく

優先配当金額全額未満とな

る期が３期連続した場合、

全額配当を受ける旨の定時

株主総会の決議があるとき

まで議決権を有する。

同 左 同 左

当

会

社

の

普

通

株

式

を

対

価

と

す

る

取

得

請

求

当会社が取得する

のと引換えに普通

株式を交付するこ

とを請求すること

ができる期間

平成18年11月１日から平成

30年10月31日まで

平成19年11月１日から平成

30年10月31日まで

平成20年11月１日から平成

30年10月31日まで

当初基準価額 104円 同 左 同 左

基準価額の修正 普通株式の時価が当初基準

価額を下回る場合修正され

る。

同 左 同 左



  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
（注) ※1.第60回定時株主総会の決議に基づき積み立てた、種類株式取得積立金818,000,000円について、株式会社み

ずほコーポレート銀行より平成19年度の取得請求を受けたので定款の定めに従い、内180,264,000円（内取

得元本額177,600,000円）を取り崩し、平成19年８月31日付けで、株式会社みずほコーポレート銀行からの

取得に充当しております。 

取得した種類株式については、取得後これを消却しております。 

（Ｂ号種類株式 512,000株、Ｃ号種類株式 376,000株） 

   ※2.種類株式の取得請求が、定款の定めによる本年度取得可能な株式数に満たなかったため、本年度取得可能

な限度額までの株式数について、定款の定めに従い、種類株式取得積立金472,584,000円（内取得元本額

465,600,000円）を取り崩し、平成19年９月４日付けで伊藤忠商事株式会社、センチュリー・リーシング・

システム株式会社からの追加取得に充当しております。 

取得した種類株式については、取得後これを消却しております。 

（伊藤忠商事株式会社より Ｂ号種類株式 890,000株 Ｃ号種類株式 1,045,000株 

 センチュリー・リーシング・システム株式会社より Ｂ号種類株式 182,000株 Ｃ号種類株式 

 211,000株） 

  

Ａ号種類株式 Ｂ号種類株式 Ｃ号種類株式

当会社の普通株式を対価

とする一斉転換

取得を請求をできる期間中

に取得請求がなかった場

合、同期間の末日の翌日を

もって取得し、引換えに普

通株式を交付する。

同 左 同 左

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)
摘 要

平成19年８月31日 △888,000 235,228,998 ― 3,363 ― 3,964 ※1

平成19年９月４日 △2,328,000 232,900,998 ― 3,363 ― 3,964 ※2



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

① 普通株式 

 
  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５番１号 88,309 39.35

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 7,664 3.42

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 6,582 2.93

株式会社サンショク 三重県伊賀市西明寺2870番 4,713 2.10

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（三井アセット信
託銀行再信託分・ＣＭＴＢエク
イティインベストメンツ株式会
社信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 4,613 2.06

学校法人竹岸学園 茨城県土浦市中猫内710番２ 4,541 2.02

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 3,984 1.77

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１丁目13番２号 3,565 1.59

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目７番３号 3,427 1.53

ニッセイ同和損害保険株式会社 大阪府大阪市北区西天満４丁目15番10号 3,378 1.51

計 ― 130,779 58.28



  ② Ａ号種類株式 

 
  

  ③ Ｂ号種類株式 

 
  

  ④ Ｃ号種類株式 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５番１号 1,800 82.87

センチュリー・リーシング・シ
ステム株式会社

東京都港区浜松町２丁目４番１号 372 17.13

計 ― 2,172 100.00

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５番１号 2,710 83.03

センチュリー・リーシング・シ
ステム株式会社

東京都港区浜松町２丁目４番１号 554 16.97

計 ― 3,264 100.00

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５番１号 2,555 83.17

センチュリー・リーシング・シ
ステム株式会社

東京都港区浜松町２丁目４番１号 517 16.83

計 ― 3,072 100.00



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が「株式数(株)」に60,000株

および「議決権の数(個)」に60個、また当社名義となっておりますが実質的に所有していない自己株式が

「株式数(株)」に2,000株および「議決権の数(個)」に２個それぞれ含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式および相互保有株式が次のとおり含まれております。 

 
② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
（注）上記はすべて普通株式であり、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が上記

以外に2,000株(議決権２個)あります。なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」

に含まれております。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
Ａ号種類株式  2,172,000
Ｂ号種類株式 3,264,000 
Ｃ号種類株式 3,072,000

―
当会社の普通株式を対価と 
する取得請求権付優先株式

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式) 
   普通株式  299,000 
(相互保有株式) 
   普通株式   51,000

―

―

 ―

―

完全議決権株式(その他) 普通株式    222,916,000 222,916 ―

単元未満株式 普通株式     1,126,998 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数            232,900,998 ― ―

総株主の議決権 ― 222,916 ―

自己保有株式 387株

相互保有株式 イワテプリミート㈱ 952〃

㈱新栄流通サービス 487〃

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式）

プリマハム株式会社
東京都品川区東大井 
３丁目17番４号

299,000 ― 299,000 0.13

（相互保有株式）

イワテプリミート 
株式会社

岩手県紫波郡紫波町 
星山間野村67

25,000 ― 25,000 0.01

株式会社新栄流通 
サービス

茨城県土浦市下高津 
４丁目12番６号

26,000
―

26,000 0.01

計 ― 350,000 ― 350,000 0.15



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 東京証券取引所市場第一部における取引を記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 146 144 151 147 138 130

最低(円) 135 133 142 131 117 116



第５ 【経理の状況】 

 １ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

（１）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

   なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結

財務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改

正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

（２）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

     なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表

等規則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間

財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

 ２ 監査証明について 

   当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18

年９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結

会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間(平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受

けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

  (資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 10,508 12,498 11,599

 ２ 受取手形及び 
   売掛金

※５ 30,929 30,435 29,055

 ３ たな卸資産 10,170 10,706 9,581

 ４ 繰延税金資産 250 257 255

 ５ その他 2,316 2,344 2,218

   貸倒引当金 △63 △39 △43

   流動資産合計 54,112 48.4 56,203 50.1 52,667 48.2

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※
１
２
４

  １ 建物及び 
    構築物

19,518 19,440 19,892

  ２ 機械装置 
    及び運搬具

5,262 5,692 5,713

  ３ 土地 19,876 19,453 19,653

  ４ 建設仮勘定 1,011 1,337 175

  ５ その他 525 46,194 479 46,402 497 45,932

 (2) 無形固定資産

  １ ソフトウェア 1,663 1,347 1,530

  ２ その他 134 1,798 133 1,480 135 1,665

 (3) 投資その他の 
   資産

  １ 投資有価証券 ※３ 7,341 6,039 6,827

  ２ 長期貸付金 220 91 114

  ３ 長期前払費用 243 206 212

  ４ 繰延税金資産 192 216 198

  ５ その他 1,786 1,611 1,715

    貸倒引当金 △118 9,665 △168 7,996 △174 8,894

    固定資産合計 57,658 51.6 55,879 49.9 56,491 51.8

    資産合計 111,771 100.0 112,082 100.0 109,159 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

  (負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び 
   買掛金  

※
３
５ 33,459 34,504 30,813

 ２ 短期借入金 ※２ 10,626 8,956 8,491

 ３ 一年内返済予定 
   長期借入金

※
２
３

7,842 5,921 7,345

 ４ 未払法人税等 853 745 700

 ５ 繰延税金負債 41 65 40

 ６ 賞与引当金 1,161 1,121 1,049

 ７ 役員賞与引当金 ― ― 24

 ８ 未払費用 5,599 5,553 5,142

 ９ その他 ※
２
３

3,205 2,903 2,414

   流動負債合計 62,790 56.2 59,771 53.3 56,021 51.3

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 ― 500 500

 ２ 長期借入金 ※
２
３

13,241 14,903 15,636

 ３ 繰延税金負債 1,807 1,165 1,522

 ４ 再評価に係る繰 
   延税金負債

3,324 3,273 3,293

 ５ 退職給付引当金 5,839 5,655 5,727

 ６ 役員退職慰労引 
   当金

83 106 92

 ７ その他 ※２ 1,491 1,323 1,418

   固定負債合計 25,787 23.0 26,927 24.1 28,190 25.8

   負債合計 88,578 79.2 86,699 77.4 84,212 77.1

  (純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 3,363 3,363 3,363

 ２ 資本剰余金 3,964 3,964 3,964

 ３ 利益剰余金 8,921 10,769 10,266

 ４ 自己株式 △28 △35 △32

   株主資本合計 16,219 14.5 18,061 16.1 17,562 16.1

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

2,485 1,722 2,223

 ２ 繰延ヘッジ損益 △11 △5 △6

 ３ 土地再評価 
   差額金

1,045 972 1,000

 ４ 為替換算調整 
   勘定

74 295 146

   評価・換算差額 
   等合計

3,594 3.2 2,985 2.7 3,364 3.1

Ⅲ 少数株主持分 3,378 3.1 4,337 3.9 4,020 3.7

   純資産合計 23,192 20.8 25,383 22.6 24,946 22.9

負債・純資産 
合計

111,771 100.0 112,082 100.0 109,159 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 141,124 100.0 139,800 100.0 280,945 100.0

Ⅱ 売上原価 117,873 83.5 117,994 84.4 234,707 83.5

   売上総利益 23,250 16.5 21,806 15.6 46,238 16.5

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※１ 20,906 14.8 20,108 14.4 41,476 14.8

   営業利益 2,344 1.7 1,697 1.2 4,761 1.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 2 14 7

 ２ 受取配当金 32 44 46

 ３ 負ののれん 
   償却額

57 ― ―

 ４ 持分法による 
   投資利益

37 56 64

 ５ その他 342 472 0.3 425 541 0.4 627 746 0.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 276 265 565

 ２ その他 61 338 0.2 51 316 0.2 131 696 0.3

   経常利益 2,478 1.8 1,922 1.4 4,811 1.7

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 0 141 1

 ２ 投資有価証券売 
   却益

― ― 0

 ３ その他 ※３ 35 36 0.0 102 244 0.2 299 300 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※４ 0 0 9

 ２ 固定資産除却損 ※５ 49 36 156

 ３ 投資有価証券 
   評価損

20 16 3

 ４ 減損損失 ※６ ― ― 692

 ５ その他 ※７ 92 162 0.1 30 82 0.1 152 1,015 0.4

   税金等調整前中 
   間（当期）純利 
   益

2,351 1.7 2,083 1.5 4,097 1.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

※８ 784 651 1,260

   法人税等調整額 ※８ ― 784 0.6 ― 651 0.5 △63 1,197 0.4

   少数株主利益 357 0.2 236 0.1 391 0.1

   中間（当期）純 
   利益

1,209 0.9 1,196 0.9 2,508 0.9



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

   
 （注）１ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分によるものです。 

 （注）２ 連結子会社の前期決算における利益処分によるものです。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,363 3,964 8,633 △25 15,934

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注）１ △86 △86

 役員賞与（注）２ △28 △28

 種類株式償還積立金 △806 △806

 中間純利益 1,209 1,209

 自己株式の取得 806 △809 △2

 自己株式の消却 △806 806 ─

 繰越利益剰余金にて充当 806 △806 ─

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) ─ ─ 287 △2 285

平成18年９月30日残高(百万円) 3,363 3,964 8,921 △28 16,219

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,853 ─ 1,045 84 3,984 3,176 23,095

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注）１ △86

 役員賞与（注）２ △28

 種類株式償還積立金 △806

 中間純利益 1,209

 自己株式の取得 △2

 自己株式の消却 ─

 繰越利益剰余金にて充当 ─

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △368 △11 ─ △10 △389 202 △187

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △368 △11 ─ △10 △389 202 97

平成18年９月30日残高(百万円) 2,485 △11 1,045 74 3,594 3,378 23,192



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 3,363 3,964 10,266 △32 17,562

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △69 △69

 種類株式取得積立金 △652 △652

 中間純利益 1,196 1,196

 自己株式の取得 652 △656 △3

 自己株式の消却 △652 652 ─

 繰越利益剰余金にて充当 652 △652 ─

 土地再評価差額金の取崩 28 28

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) ─ ─ 502 △3 498

平成19年９月30日残高(百万円) 3,363 3,964 10,769 △35 18,061

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 2,223 △6 1,000 146 3,364 4,020 24,946

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △69

 種類株式取得積立金 △652

 中間純利益 1,196

 自己株式の取得 △3

 自己株式の消却 ─

 繰越利益剰余金にて充当 ─

 土地再評価差額金の取崩 28

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △501 1 △28 149 △379 316 △62

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △501 1 △28 149 △379 316 436

平成19年９月30日残高(百万円) 1,722 △5 972 295 2,985 4,337 25,383



前連結会計年度の要約連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

   
 （注）１ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分によるものです。 

 （注）２ 連結子会社の前期決算における利益処分によるものです。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,363 3,964 8,633 △25 15,934

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注）１ △86 △86

 役員賞与（注）２ △28 △28

 種類株式償還積立金 △806 △806

 当期純利益 2,508 2,508

 自己株式の取得 806 △812 △6

 自己株式の消却 △806 806 ─

 繰越利益剰余金にて充当 806 △806 ─

 土地再評価差額金の取崩 45 45

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ─ ─ 1,633 △6 1,627

平成19年３月31日残高(百万円) 3,363 3,964 10,266 △32 17,562

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,853 ─ 1,045 84 3,984 3,176 23,095

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注）１ △86

 役員賞与（注）２ △28

 種類株式償還積立金 △806

 当期純利益 2,508

 自己株式の取得 △6

 自己株式の消却 ─

 繰越利益剰余金にて充当 ─

 土地再評価差額金の取崩 45

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額（純額） △630 △6 △45 62 △620 844 224

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △630 △6 △45 62 △620 844 1,851

平成19年３月31日残高(百万円) 2,223 △6 1,000 146 3,364 4,020 24,946



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間 
 

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
 

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間（当期） 
   純利益

2,351 2,083 4,097

 ２ 減価償却費 1,631 1,800 3,428

 ３ 減損損失 ─ ─ 692

 ４ 負ののれんの償却額 △57 ─ △68

 ５ 投資有価証券評価損 20 16 3

 ６ 貸倒引当金の増減額 
   （減少：△)

33 △10 118

 ７ 賞与引当金の増減額 
   （減少：△)

29 47 △57

 ８ 退職給付引当金の増減額 
   （減少：△）

△92 △72 △204

 ９ 役員退職慰労引当金の増減額
   （減少：△）

6 13 15

 10 受取利息及び受取配当金 △34 △59 △54

 11 支払利息 276 265 565

 12 持分法による投資損益 
   （益：△）

△37 △56 △64

 13 有形固定資産売却損益 
   （益：△）

0 △141 8

 14 固定資産除却損 49 36 143

 15 売上債権の増減額 
   （増加：△)

△5,194 △1,379 △3,297

 16 その他流動資産の増減額 
   （増加：△）

243 △160 374

 17 たな卸資産の増減額 
   （増加：△）

570 △1,124 1,199

 18 仕入債務の増減額 
   （減少：△）

6,776 3,691 4,093

 19 その他流動負債の増減額 
   （減少：△）

1,436 992 242

 20 未払消費税等の増減額 
   （減少：△)

191 △61 147

 21 役員賞与の支払額 △44 ─ △44

 22 その他 102 2 102

    小計 8,260 5,883 11,442

 23 利息及び配当金の受取額 45 70 69

 24 利息の支払額 △285 △269 △558

 25 法人税等の支払額 △871 △625 △1,474

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

7,148 5,059 9,479



前中間連結会計期間 
 

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
 

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得による 
   支出

△2,830 △2,142 △4,728

 ２ 有形固定資産の売却による 
   収入

3 347 7

 ３ 無形固定資産の取得による 
   支出

△216 △104 △382

 ４ 投資有価証券の取得による 
   支出

△19 △35 △136

 ５ 投資有価証券等の売却による
   収入

─ ─ 0

 ６ 子会社株式の取得による支出 △15 ─ △15

 ７ 連結範囲の変更を伴う子会社
      株式の取得による収入

─ ─ 554

 ８ 連結範囲の変更を伴う関連会
   社出資金の売却による収入

─ 62 ─

 ９ 貸付による支出 △135 △34 △177

 10 貸付金の回収による収入 83 71 116

 11 敷金の差入による支出 △145 △16 △160

 12 敷金の償還による収入 38 28 194

 13 長期預金の増減額 
   （増加：△）

△99 △18 △107

 14 長期前払費用の増減額 
   （増加：△）

△57 △44 △85

 15 その他 △78 59 △5

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△3,474 △1,827 △4,927

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金純増減額 
   （減少：△）

2,116 465 △19

 ２ 長期借入れによる収入 311 2,193 6,611

 ３ 長期借入金の返済による支出 △5,004 △4,350 △9,406

 ４ 社債の発行による収入 ─ ─ 500

 ５ 割賦未払金の増加額 ─ 8 ─

 ６ 割賦未払金の返済による支出 △148 △144 △224

 ７ 種類株式優先配当金による 
   支出

△86 △69 △86

 ８ 種類株式の取得による支出 △806 △652 △806

 ９ 少数株主への配当金の支払額 △57 △54 △58

 10 自己株式の取得による支出 △2 △3 △6

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△3,679 △2,608 △3,497

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

△5 246 17

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   
  （減少：△）

△10 869 1,072

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 10,414 11,481 10,414

Ⅶ 連結除外に伴う減少額 △5 ─ △5

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末
  （期末）残高

10,398 12,351 11,481



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

連結子会社の数   41社

主要な連結子会社の名称

プライムデリカ㈱、プリ

マ食品㈱、熊本プリマ㈱、

プライムフーズ㈱、太平洋

ブリーディング㈱ 

 なお、大阪プリマフーズ

㈱、北陸プリマフーズ㈱、

浜田プリマ販売㈱、北陸技

術センター㈱は清算により

連結の範囲から除外してお

ります。 

 また、プリマハム東北販

売㈱は休眠により、合計の

総資産、売上高、中間純損

益、利益剰余金等が中間連

結財務諸表に重要な影響を

及ぼさなくなったため、連

結の範囲から除外しており

ます。

(1)連結子会社の数 42社

主要な連結子会社の名称

プライムデリカ㈱、プリ

マ食品㈱、熊本プリマ㈱、

プライムフーズ㈱、太平洋

ブリーディング㈱

連結子会社の数   42社

主要な連結子会社の名称

プライムデリカ㈱、プリ

マ食品㈱、熊本プリマ㈱、

プライムフーズ㈱、太平洋

ブリーディング㈱  

 タイ・ベスト・パッカー

ズ・カンパニー・リミテッ

ドは増資引受により当連結

会計年度において従来の持

分法適用関連会社から連結

子会社の範囲に含めること

といたしました。 

 なお、大阪プリマフーズ

㈱、北陸プリマフーズ㈱、

浜田プリマ販売㈱、北陸技

術センター㈱は清算により

連結の範囲から除外してお

ります。 

 また、プリマハム東北販

売㈱は休眠により、合計の

総資産、売上高、当期純利

益、利益剰余金等が連結財

務諸表に重要な影響を及ぼ

さなくなったため、連結の

範囲から除外しておりま

す。

(2)非連結子会社の名称

プリマハム東北販売㈱

（連結の範囲から除いた理

由） 

 非連結子会社は小規模で

あり、合計の総資産、売上

高、中間純損益および利益

剰余金（持分に見合う額）

等はいずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためです。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度  
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 持分法の適用に関

する事項

持分法を適用した関連会社

の数

8社

主要な持分法適用会社の名

称

 イワテプリミート㈱、相

栄フーズ㈱

持分法適用会社のうち、

中間決算日が中間連結決算

日と異なる会社について

は、１社を除き、各社の中

間会計期間に係る財務諸表

を使用しております。ま

た、１社については、事業

年度末を中間決算日とみな

した６ヶ月間の損益を取り

込んでおります。

(1)持分法を適用した関連

会社の数

6社

主要な持分法適用会社の名

称

 イワテプリミート㈱、相

栄フーズ㈱

青島万福普利瑪食品有限

公司は株式の売却により持

分法適用の範囲から除外し

ております。

持分法を適用した関連会社

の数

7社

主要な持分法適用関連会社

の名称

 イワテプリミート㈱、相

栄フーズ㈱

プリマハム東北販売㈱は

休眠により、当期純利益、

利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外

しております。

持分法適用会社のうち、

決算日が連結決算日と異な

る会社については、１社を

除き、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用しており

ます。また、１社について

は、中間会計期間末を期末

日とみなした12ヶ月間の損

益を取り込んでおります。

(2)持分法を適用しない非

連結子会社の名称

プリマハム東北販売㈱

（持分法を適用しない理

由） 

 持分法非適用会社は中間

純損益、利益剰余金（持分

に見合う額）等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため

です。

(3)持分法適用会社のう

ち、中間決算日が中間連結

決算日と異なる会社につい

ては、１社を除き、各社の

中間会計期間に係る財務諸

表を使用しております。ま

た、１社については、事業

年度末を中間決算日とみな

した６ヶ月間の損益を取り

込んでおります。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度  
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項

(1) ８月31日中間決算会社

はプライムデリカ㈱、プ

リマ食品㈱、太平洋ブリ

ーディング㈱他34社で

す。

(1)    同左 (1) ２月末日決算会社はプ

ライムデリカ㈱、プリマ

食品㈱、太平洋ブリーデ

ィング㈱他34社です。

(2) ６月30日中間決算会社

は、プライム・デリ・コ

ーポレーション、山東美

好食品有限公司他２社で

す。

これらの会社について

は、中間連結財務諸表の

作成にあたり、当該連結

子会社の中間決算日現在

の中間財務諸表を使用

し、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引

は、連結上必要な調整を

行うこととしておりま

す。

(2) ６月30日中間決算会社

は、プライム・デリ・コ

ーポレーション、山東美

好食品有限公司他３社で

す。

   同左

(2) 12月31日決算会社は、

プライム・デリ・コーポ

レーション、山東美好食

品有限公司他３社です。 

 

これらの会社について

は、連結財務諸表の作成

にあたり、当該連結子会

社の決算日現在の財務諸

表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取

引は、連結上必要な調整

を行うこととしておりま

す。

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

および評価方法

①たな卸資産

主として移動平均

法による原価法

(1) 重要な資産の評価基準

および評価方法

①たな卸資産

同左

(1) 重要な資産の評価基準

および評価方法

①たな卸資産

同左

②有価証券

a 満期保有目的の債券

償却原価法（定額

法）

b その他有価証券

時価のあるもの 

 中間決算日の

市場価格等に基

づく時価法(評

価差額は全部純

資産直入法によ

り処理し、売却

原価は移動平均

法により算定)

②有価証券

a 満期保有目的の債券

同左 

 

b その他有価証券

時価のあるもの 

同左

②有価証券

a 満期保有目的の債券

同左 

 

b その他有価証券

時価のあるもの 

 決算日の市場

価格等に基づく

時価法(評価差

額は全部純資産

直入法により処

理し、売却原価

は移動平均法に

より算定)

時価のないもの 

 移動平均法に

よる原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

③デリバティブ

時価法

③デリバティブ

同左

③デリバティブ

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①有形固定資産

定率法

ただし、当社の建物

(建物附属設備を除

く )、プ ラ イ ム・デ

リ・コーポレーション

の資産および連結子会

社の平成10年４月１日

以降新規に取得した建

物(建物附属設備を除

く)は定額法

主な耐用年数

建物及び構築物

２～50年

機械装置及び運搬

具・工具器具備品

２～20年

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①有形固定資産

定率法

ただし、当社の建物

(建物附属設備を除

く )、プ ラ イ ム・デ

リ・コーポレーション

の資産および連結子会

社の平成10年４月１日

以降新規に取得した建

物(建物附属設備を除

く)は定額法

主な耐用年数

建物及び構築物

２～50年

機械装置及び運搬

具・工具器具備品

２～20年

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①有形固定資産

定率法

ただし、当社の建物

(建物附属設備を除

く )、プ ラ イ ム・デ

リ・コーポレーション

の資産および連結子会

社の平成10年４月１日

以降新規に取得した建

物(建物附属設備を除

く)は定額法

主な耐用年数

建物及び構築物

２～50年

機械装置及び運搬

具・工具器具備品

２～20年

（会計方針の変更） 

 法人税法の改正((所得税

法等の一部を改正する法律

平成19年３月30日 法律第

６号)および(法人税施行例

の一部を改正する政令 平

成19年３月30日 政令第83

号))に伴い、当中間連結会

計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固

定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却

の方法に変更しておりま

す。 

 これに伴い、従来と同一

の方法によった場合に比

べ、売上総利益が８百万

円、営業利益、経常利益お

よび税金等調整前中間純利

益はそれぞれ９百万円減少

しております。 

（追加情報） 

 当中間連結会計期間か

ら、平成19年３月31日以前

に取得したものについて

は、取得価格の５％に到達

した連結会計年度の翌連結

会計年度より、取得価格の

５％相当額と備忘価格との

差額を５年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含め

て計上しております。 

 これにより、従来と同一

の方法によった場合に比

べ、売上総利益が92百万

円、営業利益、経常利益お

よび税金等調整前中間純利

益はそれぞれ103百万円減

少しております。

項目 前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日



 
  

至 平成18年９月30日) 至 平成19年９月30日) 至 平成19年３月31日)

②無形固定資産

定額法

ただし、ソフトウェ

ア(自社利用分)につい

ては社内における利用

可能見積期間(５年)に

基づく定額法

②無形固定資産

同左

②無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

①貸倒引当金

債権の貸倒による損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を勘案し、回収不能

見込額を計上しており

ます。

(3) 重要な引当金の計上基

準

①貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

①貸倒引当金

同左

②賞与引当金

従業員の賞与支払に

備えるため、主として

将来の支給額を見積

り、これに基づいて計

上しております。

②賞与引当金

同左

②賞与引当金

同左

――――――― ――――――― ③役員賞与引当金

連結子会社のうち１

社は役員に対して支給

する賞与支払に備える

ため、当連結会計年度

における支給見込額を

計上しております。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

③退職給付引当金
従業員等の退職給付

に備えるため、当連結
会計年度末における退
職給付債務および年金
資産の見込額に基づ
き、当中間会計期間末
において発生している
と認められる額を計上
しております。
なお、会計基準変更

時差異については、主
として15年による按分
額を費用処理しており
ます。
数理計算上の差異

は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間
以 内 の 一 定 の 年 数
(各々10年)による定額
法により発生翌事業年
度から費用処理するこ
ととしており、過去勤
務債務は、その発生時
の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年
数(各々10年)による定
額法により発生した事
業年度から費用処理し
ております。
また、退職給付信託

を設定しております。

③退職給付引当金
同左

④退職給付引当金
従業員等の退職給付

に備えるため、当連結
会計年度末における退
職給付債務および年金
資産の見込額に基づ
き、当連結会計年度末
において発生している
と認められる額を計上
しております。
なお、会計基準変更

時差異については、主
として15年による按分
額を費用処理しており
ます。
数理計算上の差異

は、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間
以 内 の 一 定 の 年 数
(各々10年)による定額
法により発生翌連結会
計年度から費用処理す
ることとしており、過
去勤務債務は、その発
生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定
の年数(各々10年)によ
る定額法により発生し
た連結会計年度から費
用処理しております。
また、退職給付信託

を設定しております。

④役員退職慰労引当金
連結子会社のうち１

社は、役員の退職慰労
金支払に備えるため、
内規に基づく中間連結
会計期末要支給額を計
上しております。
なお、同社は従来、

役員退職慰労金を支出
時の費用としておりま
したが、前連結会計年
度下期より内規に基づ
く期末要支給額を役員
退職慰労引当金として
計上する方法に変更し
ました。
従いまして、前連結

会計期間は従来の方法
によっており、当連結
会計期間と同一の方法
を採用した場合と比
べ、前中間連結会計期
間の営業利益および経
常利益は７百万円、税
金等調整前中間純利益
は69百万円多く計上さ
れております。

④役員退職慰労引当金
連結子会社のうち１

社は、役員の退職慰労
金支払に備えるため、
内規に基づく中間連結
会計期末要支給額を計
上しております。

⑤役員退職慰労引当金
連結子会社のうち１

社は、役員の退職慰労
金支払に備えるため、
内規に基づく期末要支
給額を計上しておりま
す。



  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 重要なリース取引の処
理方法
リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナ
ンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計
処理によっております。

(4) 重要なリース取引の処
理方法

同左

(4) 重要なリース取引の処
理方法

同左

(5) 重要な外貨建の資産ま
たは負債の本邦通貨へ
の換算の基準
外貨建金銭債権債務

は、中間決算日の直物為
替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益とし
て処理しております。 
 なお、在外子会社等の
資産、負債、収益および
費用は、中間決算日の直
物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は純資
産の部における為替換算
調整勘定および少数株主
持分に含めております。

(5) 重要な外貨建の資産ま
たは負債の本邦通貨へ
の換算の基準

同左

(5) 重要な外貨建の資産ま
たは負債の本邦通貨へ
の換算の基準
外貨建金銭債権債務

は、決算日の直物為替相
場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処
理しております。 
 なお、在外子会社等の
資産、負債、収益および
費用は、決算日の直物為
替相場により円貨に換算
し、換算差額は純資産の
部における為替換算調整
勘定および少数株主持分
に含めております。

(6) 重要なヘッジ会計の方
法

①ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によ

っております。
 また、金利スワップ
について特例処理の条
件を充たしている場合
には特例処理を採用し
ております。

(6) 重要なヘッジ会計の方
法

①ヘッジ会計の方法
  同左

(6) 重要なヘッジ会計の方
法

①ヘッジ会計の方法
  同左

②ヘッジ手段とヘッジ対
象
手段：金利スワップ
対象：借入金

②ヘッジ手段とヘッジ対
象

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対
象

同左

③ヘッジ方針
市場金利の変動等

によるリスクをヘッ
ジするため、実債務
を対象として事前社
内承認の上で行って
おります。      

③ヘッジ方針
同左

③ヘッジ方針
同左

④有効性評価の方法
ヘッジ対象およびヘ

ッジ手段の各リスク要
素別相場変動またはキ
ャッシュ・フロー変動
の累計額を比較し、そ
の相関関係によりヘッ
ジの有効性を評価して
おります。
 ただし、特例処理に
よっている金利スワッ
プについては、有効性
の評価を省略しており
ます。

④有効性評価の方法
  同左

④有効性評価の方法
  同左



 

  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項

(7) その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項

 消費税等の会計処理

消費税および地方消

費税の会計処理は、主

として税抜方式を採用

しております。

 消費税等の会計処理

同左

 消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲

 手許現金、要求払預金お

よび取得日から３ヶ月以内

に満期日または償還期限の

到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短

期的な投資

同左 同左

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号）および「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

 なお、従来の「資本の部」に相当

する金額は19,814百万円でありま

す。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。

――――――― １．貸借対照表の純資産の部の表示 

に関する会計基準 

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

および「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 なお、当連結会計年度末におけ

る、これまでの資本の部の合計に相

当する金額は20,933百万円でありま

す。 

 当連結会計年度における連結貸借

対照表の純資産の部については、連

結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成し

ています。 

２．連結子会社における役員賞与引

当金の計上 

 当連結会計年度より連結子会社の

うち１社は、「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年11月29日 企業会計基準第４

号）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益が24百万

円減少しております。



表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

（中間連結損益計算書） 

 営業外収益の「負ののれん償却額」（前中間連結会計

期間2百万円）は、営業外収益総額の100分の10を超えた

ため、当中間連結会計期間より区分掲記しております。 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

１．前中間連結会計期間において、「連結調整勘定の償

却額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期

間より「負ののれんの償却額」と表示しております。 

２．前中間連結会計期間において、投資活動によるキャ

ッシュ・フローの「その他」に含めていた「長期預金の

増減額」「長期前払費用の増減額」は重要性が増加した

ため、当中間連結会計期間より区分掲記しております。

―――――――

 

 

 

 

 

―――――――



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

60,492百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

62,331百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

61,227百万円

※２(1) このうち次の固定資産は、

工場財団抵当権を設定し、

下記の借入金の担保に供し

ております。

※２(1) このうち次の固定資産は、

工場財団抵当権を設定し、

下記の借入金の担保に供し

ております。

※２(1) このうち次の固定資産は、

工場財団抵当権を設定し、

下記の借入金の担保に供し

ております。

 

建物及び 
構築物

10,239百万円

機械装置 
及び 
運搬具

2,910百万円

土地 10,166百万円

計 23,316百万円
 

建物及び
構築物

8,757百万円

機械装置
及び 
運搬具

3,038百万円

土地 9,488百万円

計 21,284百万円

建物及び
構築物

9,855百万円

機械装置
及び 
運搬具

3,102百万円

土地 10,166百万円

計 23,124百万円

 

短期 
借入金(注)

2,896百万円

一年内返済 
予定長期 
借入金(注)

2,571百万円

長期 
借入金(注)

4,352百万円

計 9,820百万円
 

短期 
借入金(注)

2,551百万円

一年内返済
予定長期 
借入金(注)

1,767百万円

長期 
借入金(注)

4,969百万円

計 9,287百万円

短期
借入金(注)

2,290百万円

一年内返済 
予定長期 
借入金(注)

2,248百万円

長期
借入金(注)

5,020百万円

計 9,559百万円

(2) このうち次の固定資産は、

下記の借入金等の担保に供

しております。

(2) このうち次の固定資産は、

下記の借入金等の担保に供

しております。

(2) このうち次の固定資産は、

下記の借入金等の担保に供

しております。

 

建物及び 
構築物

4,830百万円

機械装置 
及び 
運搬具

179百万円

土地 6,572百万円

その他 33百万円

計 11,616百万円
 

建物及び
構築物

5,524百万円

機械装置
及び 
運搬具

137百万円

土地 5,381百万円

その他 22百万円

計 11,065百万円  

建物及び
構築物

5,722百万円

機械装置
及び 
運搬具

155百万円

土地 6,399百万円

その他 27百万円

計 12,305百万円

 

短期 
借入金(注)

139百万円

一年内返済 
予定長期 
借入金(注)

1,247百万円

長期 
借入金(注) 
未払金 
長期未払金

3,091百万円

155百万円
999百万円

計 5,633百万円

(注)短期借入金のうち2,936百万

円、一年内返済予定長期借

入金のうち2,045百万円、長

期借入金のうち2,512百万円

は根抵当権を設定しており

ます。

 

短期 
借入金(注)

126百万円

一年内返済
予定長期 
借入金(注)

1,134百万円

長期 
借入金(注) 
未払金 
長期未払金

3,620百万円

157百万円
849百万円

計 5,887百万円

(注)短期借入金のうち2,581百万

円、一年内返済予定長期借

入金のうち1,364百万円、長

期借入金のうち3,504百万円

は根抵当権を設定しており

ます。

 

短期
借入金(注)

130百万円

一年内返済 
予定長期 
借入金(注)

1,338百万円

長期
借入金(注) 
未払金 
長期未払金

3,467百万円

156百万円
963百万円

計 6,057百万円

(注)短期借入金のうち2,321百万

円、一年内返済予定長期借

入金のうち1,764百万円、長

期借入金のうち3,381百万円

は根抵当権を設定しており

ます。



  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※３  投資有価証券のうち636百

万円および会員権のうち8百

万円は、次の借入金等の担

保に供しております。

※３  投資有価証券のうち285百

万円は、次の借入金等の担

保に供しております。

※３  投資有価証券のうち328百

万円は、次の借入金等の担

保に供しております。

 

買掛金 3百万円

一年内返済 
予定長期 
借入金

40百万円

長期借入金 160百万円

預り金 
(ギフト券)

7百万円

計 210百万円

 上記のほか関係会社株式

874百万円を一年内返済予定

長期借入金および長期借入金

の担保に供しておりますが、

連結上全額消去しておりま

す。

 

買掛金 3百万円

一年内返済
予定長期 
借入金

40百万円

長期借入金 120百万円

預り金
(ギフト券)

6百万円

計 170百万円

 上記のほか関係会社株式

874百万円を一年内返済予定

長期借入金および長期借入金

の担保に供しておりますが、

連結上全額消去しておりま

す。

 

買掛金 1百万円

一年内返済 
予定長期 
借入金

40百万円

長期借入金 140百万円

預り金
(ギフト券)

6百万円

計 188百万円

 上記のほか関係会社株式

874百万円を一年内返済予定

長期借入金および長期借入金

の担保に供しておりますが、

連結上全額消去しておりま

す。

※４ 偶発債務

 連結会社以外の会社等の以

下の銀行借入金等に対して債

務保証を行っております。

※４ 偶発債務

 連結会社以外の会社等の以

下の銀行借入金等に対して債

務保証を行っております。

※４ 偶発債務

 連結会社以外の会社等の以

下の銀行借入金等に対して債

務保証を行っております。

 

㈲肉質研究 
牧場

769百万円

㈲かみふらの 
牧場(注)

832百万円

その他 2社 
および従業員
（注）

195百万円

計 1,797百万円
 

㈲肉質研究
牧場

714百万円

㈲かみふらの
牧場(注)

740百万円

その他 2社
および従業員
（注）

159百万円

計 1,615百万円

㈲肉質研究 
牧場

748百万円

㈲かみふらの 
牧場(注)

765百万円

その他  2社 
および従業員 
（注）

182百万円

計 1,695百万円

(注)このほか、㈲かみふらの牧

場の借入金に対し土地24百

万円および建物92百万円、

またその他の借入金に対し

建物14百万円を物上担保に

供しております。 

 

※５  中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理

しております。 

 なお、当中間連結会計期間

の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会計

期間末日満期手形が中間連結

会計期間末残高に含まれてお

ります。

受取手形 12百万円

支払手形 5百万円

(注)このほか、㈲かみふらの牧

場の借入金に対し連結子会

社の土地24百万円および建

物83百万円、またその他の

借入金に対し連結子会社の

建物13百万円を物上担保に

供しております。

※５  中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理

しております。 

 なお、当中間連結会計期間

の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会計

期間末日満期手形が中間連結

会計期間末残高に含まれてお

ります。

受取手形 17百万円

支払手形 5百万円

(注)このほか、㈲かみふらの牧

場の借入金に対し連結子会

社の土地24百万円および建

物87百万円、またその他の

借入金に対し連結子会社の

建物13百万円を物上担保に

供しております。

※５  連結会計年度末日満期手形

の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理して

おります。 

 なお、当連結会計年度の末

日は金融機関の休日であった

ため、次の連結会計年度末日

満期手形が連結会計年度末残

高に含まれております。 

 

受取手形 17百万円

支払手形 6百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１  販売費及び一般管理費の主

要な費目および金額は次のと

おりです。

※１  販売費及び一般管理費の主

要な費目および金額は次のと

おりです。

※１  販売費及び一般管理費の主

要な費目および金額は次のと

おりです。

 

包装運搬費 
給料雑給

2,506百万円
4,201百万円

賞与引当金 
繰入額

635百万円

退職 
給付費用

1,049百万円

支払手数料 4,894百万円
 

包装運搬費
給料雑給

2,655百万円
3,937百万円

賞与引当金
繰入額

587百万円

退職 
給付費用

997百万円

支払手数料 4,810百万円

 

販売手数料 
包装運搬費 
給料雑給

3,173百万円
5,431百万円
8,161百万円

賞与引当金 
繰入額

632百万円

退職
給付費用

2,040百万円

減価償却費 194百万円

諸手数料 9,568百万円

     ――――――― ※２  固定資産売却益の内訳は次

のとおりです。

※２  固定資産売却益の内訳は次

のとおりです。

 

土地売却益 139百万円

機械装置売却益 1百万円

その他 0百万円

計 141百万円
 

機械装置売却益 0百万円

その他 0百万円

計 1百万円

※３  特別利益「その他」の内訳

は次のとおりです。

※３  特別利益「その他」の主な

内訳は次のとおりです。

※３  特別利益「その他」の主な

内訳は次のとおりです。

 

過年度損益修正
益

31百万円

償却債権取立益 3百万円

 

企業立地促進事
業補助金

56百万円

海外子会社租税
公課戻入額

31百万円

 

エネルギー受給
契約違約金

130百万円

海外子会社租税
公課戻入額

54百万円

合理化推進損失
戻入額

42百万円

     ―――――――      ――――――― ※４  固定資産売却損の内訳は次

のとおりです。

 

土地建物等売却
損

5百万円

その他 3百万円

計 9百万円

 

※５  固定資産除却損の内訳は次

のとおりです。 

建物及び構築物
除却損

13百万円

機械装置及び運
搬具除却損

29百万円

その他 6百万円

計 49百万円
 

※５  固定資産除却損の内訳は次

のとおりです。

建物及び構築物
除却損

11百万円

機械装置及び運
搬具除却損

22百万円

その他 2百万円

計 36百万円
 

※５  固定資産除却損の内訳は次

のとおりです。

建物及び構築物
除却損

 33百万円

機械装置及び運
搬具除却損

80百万円

その他 42百万円

計 156百万円



次へ 

 
  

前中間連結会計期間 
 (自 平成18年４月１日   
  至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日   
 至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

     ―――――――      ――――――― ※６ 減損損失    

 当社グループは、以下の資産につ

いて減損損失を計上しております。

用途 種類 場所
金額 

(百万円)

遊休資産

建物及び 

構築物 

機械装置 

及び運搬具 

土地

京都府
京都市

125

遊休資産

建物及び 

構築物 

機械装置 

及び運搬具 

土地

佐賀県
佐賀市

567

合計 692

  当社グループは管理会計上の単位

を資産グループの基礎とし、独立し

たキャッシュ・フローを生み出す最

小単位でグルーピングを行っており

ます。また、賃貸用資産および遊休

資産についてはそれぞれ個別物件ご

とにグルーピングを行っておりま

す。 

 上記資産につきましては、近年の

継続的な地価の下落により、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失として特別損失に

計上しております。 

 なお、上記資産の回収可能価額

は、路線価等をもとにした正味売却

価額により算定しております。

※７  特別損失「その他」の主な

内訳は次のとおりです。

     ――――――― ※７  特別損失「その他」の主な

内訳は次のとおりです。

 

役員退職慰労金
過年度相当額

92百万円

 

 

 

役員退職慰労金
過年度相当額

92百万円

合理化推進損失 27百万円

事業所等撤去費
用

17百万円

※８ 法人税、住民税及び事業税 

 税効果会計の適用について

は、主として簡便法を採用し

ているため、法人税等調整額

は「法人税、住民税及び事業

税」に含めて表示しておりま

す。

※８ 法人税、住民税及び事業税

同左

    ―――――――



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

（変動事由の概要）  

第59回定時株主総会の決議に基づき積み立てた、種類株式償還積立金821,000,000円について、株式会社みずほ

コーポレート銀行より平成18年度の取得請求を受けたので定款の定めに従い、内806,400,000円（内取得元本額

796,800,000円）を取り崩し、平成18年８月31日付けで、株式会社みずほコーポレート銀行からの取得に充当し

ております。 

取得請求を受けた種類株式については、取得後これを消却しております（Ａ号種類株式 768千株、Ｂ号種類株

式 1,584千株、Ｃ号種類株式 1,632千株）。 

  
２ 自己株式に関する事項 

   

（変動事由の概要）  

普通株式の自己株式の株式数の増加19,431株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

種類株式の自己株式の株式数の増加3,984,000株は取得請求による増加であり、減少3,984,000株は消却による

ものです。 

  
３ 配当に関する事項 

配当金支払額 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 223,769,922 ─ ─ 223,769,922

Ａ号種類株式（株） 3,264,000 ─ 768,000 2,496,000

Ｂ号種類株式（株） 6,432,000 ─ 1,584,000 4,848,000

Ｃ号種類株式（株） 6,336,000 ─ 1,632,000 4,704,000

合計 239,801,922 ─ 3,984,000 235,817,922

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 248,302 19,431 ─ 267,733

Ａ号種類株式（株） ─ 768,000 768,000 ─

Ｂ号種類株式（株） ─ 1,584,000 1,584,000 ─

Ｃ号種類株式（株） ─ 1,632,000 1,632,000 ─

合計 248,302 4,003,431 3,984,000 267,733

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

Ａ号種類株式 13 4.20 平成18年３月31日 平成18年６月29日

Ｂ号種類株式 33 5.20 〃 〃

Ｃ号種類株式 39 6.20 〃 〃

合計 86



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

（変動事由の概要）  

(1)第60回定時株主総会の決議に基づき積み立てた、種類株式取得積立金818,000,000円について、株式会社みず

ほコーポレート銀行より平成19年度の取得請求を受けたので定款の定めに従い、内180,264,000円（内取得元

本額177,600,000円）を取り崩し、平成19年８月31日付けで、株式会社みずほコーポレート銀行からの取得に

充当しております。 

取得した種類株式については、取得後これを消却しております。 

（Ｂ号種類株式 512,000株、Ｃ号種類株式 376,000株） 

(2)種類株式の取得請求が、定款の定めによる本年度取得可能な株式数に満たなかったため、本年度取得可能な

限度額までの株式数について、定款の定めに従い、種類株式取得積立金472,584,000円（内取得元本額

465,600,000円）を取り崩し、平成19年９月４日付けで伊藤忠商事株式会社、センチュリー・リーシング・シ

ステム株式会社からの追加取得に充当しております。 

取得した種類株式については、取得後これを消却しております。 

（伊藤忠商事株式会社より Ｂ号種類株式 890,000株 Ｃ号種類株式 1,045,000株 

 センチュリー・リーシング・システム株式会社より Ｂ号種類株式 182,000株 Ｃ号種類株式 

 211,000株） 

  

２ 自己株式に関する事項 

   

（変動事由の概要）  

普通株式の自己株式の株式数の増加26,300株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

種類株式の自己株式の株式数の増加3,216,000株のうち888,000株は取得請求による増加であり、2,328,000株は

定款に定めた強制取得による増加であります。また、減少3,216,000株は消却によるものです。 

  

３ 配当に関する事項 

配当金支払額 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 224,392,998 ─ ─ 224,392,998

Ａ号種類株式（株） 2,172,000 ─ ─ 2,172,000

Ｂ号種類株式（株） 4,848,000 ─ 1,584,000 3,264,000

Ｃ号種類株式（株） 4,704,000 ─ 1,632,000 3,072,000

合計 236,116,998 ─ 3,216,000 232,900,998

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 289,208 26,300 ─ 315,508

Ａ号種類株式（株） ─ ─ ─ ─

Ｂ号種類株式（株） ─ 1,584,000 1,584,000 ─

Ｃ号種類株式（株） ─ 1,632,000 1,632,000 ─

合計 289,208 3,242,300 3,216,000 315,508

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月28日 
定時株主総会

Ａ号種類株式 10 4.68 平成19年３月31日 平成19年６月28日

Ｂ号種類株式 27 5.68 〃 〃

Ｃ号種類株式 31 6.68 〃 〃

合計 69



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

（変動事由の概要）  

(1)第59回定時株主総会の決議に基づき積み立てた、種類株式償還積立金821,000,000円について、株式会社みず

ほコーポレート銀行より平成18年度の取得請求を受けたので定款の定めに従い、内806,400,000円（内取得元

本額 796,800,000円）を取り崩し、平成18年８月31日付けで、株式会社みずほコーポレート銀行からの取得

に充当しております。 

取得請求を受けた種類株式については、取得後これを消却しております。 

（Ａ号種類株式 768,000株、Ｂ号種類株式 1,584,000株、Ｃ号種類株式 1,632,000株） 

(2)Ａ号種類株式は、平成18年11月１日付けで、定款に定めた転換請求権が発生しました。 

これに伴い、平成18年11月13日付けで、Ａ号種類株主である株式会社みずほコーポレート銀行より、その保

有するＡ号種類株式324,000株の取得請求の届出がなされました。 

これを受け、同日付けで当社はＡ号種類株式324,000株を自己株式として取得するとともに、定款に定められ

た算式に従い、株式会社みずほコーポレート銀行に対し623,076株の普通株式を発行致しました。 

(3)平成18年11月30日付けで、会社法第178条の規定に基づいて株式会社みずほコーポレート銀行より当社が取得

したＡ号種類株式324,000株を消却しております。 

  

２ 自己株式に関する事項 

   

（変動事由の概要）  

普通株式の自己株式の株式数の増加40,906株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

種類株式の自己株式の株式数の増加4,308,000株は取得請求による増加であり、減少4,308,000株は消却による

ものです。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 223,769,922 623,076 ─ 224,392,998

Ａ号種類株式（株） 3,264,000 ─ 1,092,000 2,172,000

Ｂ号種類株式（株） 6,432,000 ─ 1,584,000 4,848,000

Ｃ号種類株式（株） 6,336,000 ─ 1,632,000 4,704,000

合計 239,801,922 623,076 4,308,000 236,116,998

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 248,302 40,906 ─ 289,208

Ａ号種類株式（株） ─ 1,092,000 1,092,000 ─

Ｂ号種類株式（株） ─ 1,584,000 1,584,000 ─

Ｃ号種類株式（株） ─ 1,632,000 1,632,000 ─

合計 248,302 4,348,906 4,308,000 289,208



次へ 

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

Ａ号種類株式 13 4.20 平成18年３月31日 平成18年６月29日

Ｂ号種類株式 33 5.20 〃 〃

Ｃ号種類株式 39 6.20 〃 〃

合計 86

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

Ａ号種類株式 10 利益剰余金 4.68 平成19年３月31日 平成19年６月28日

Ｂ号種類株式 27 〃 5.68 〃 〃

Ｃ号種類株式 31 〃 6.68 〃 〃

合計 69



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

 

(平成18年９月30日)

現金及び 
預金勘定

10,508百万円

預入期間が 
３ヶ月を超える
定期預金

△110百万円

現金及び 
現金同等物

10,398百万円

 

(平成19年９月30日)

現金及び 
預金勘定

12,498百万円

預入期間が
３ヶ月を超える
定期預金

△147百万円

現金及び 
現金同等物

12,351百万円

 

(平成19年３月31日)

現金及び
預金勘定

11,599百万円

預入期間が
３ヶ月を超える
定期預金

△118百万円

現金及び
現金同等物

11,481百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中間

期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中間

期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期末

残高相当額

 

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具

7,934 4,211 3,723

その他 
(工具器具 
備品他)

2,115 1,090 1,024

合計 10,050 5,302 4,748

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物

8 1 7

機械装置 
及び 
運搬具

7,509 4,205 3,304

その他 
(工具器具 
備品他)

2,027 1,268 758

合計 9,545 5,474 4,070

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 

(百万円)

建物及び
構築物

3 0 2

機械装置
及び 
運搬具

7,515 3,988 3,526

その他
(工具器具
備品他)

2,061 1,143 917

合計 9,579 5,132 4,447

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 1,568百万円

１年超 3,277百万円

合計 4,846百万円
 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 1,416百万円

１年超 2,745百万円

合計 4,162百万円
 

② 未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 1,466百万円

１年超 3,073百万円

合計 4,539百万円

 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額

支払 
リース料

981百万円

減価償却費 
相当額

926百万円

支払利息 
相当額

46百万円

 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額

支払 
リース料

897百万円

減価償却費
相当額

853百万円

支払利息
相当額

43百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額および支払利息相当額

支払
リース料

1,931百万円

減価償却費
相当額

1,826百万円

支払利息
相当額

91百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注)  減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合は全て減損処理を行

い、30～50％下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っており

ます。 

なお、当中間連結会計期間は減損の対象となった株式はありません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

(当中間連結会計期間末)(平成19年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注)  減損処理にあたっては、中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合は全て減損処理を行

い、30～50％下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っており

ます。 

なお、その他有価証券について２百万円減損処理を行っています。 

  

区分
前中間連結会計期間
(平成18年９月30日)

(1) 満期保有目的の債券
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債・地方債等 19 19 △0

計 19 19 △0

(2) その他有価証券 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 2,013 6,255 4,241

計 2,013 6,255 4,241

区分
前中間連結会計期間
(平成18年９月30日)

その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額(百万円)
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区分
当中間連結会計期間
(平成19年９月30日)

(1) 満期保有目的の債券
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債・地方債等 19 19 △0

計 19 19 △0

(2) その他有価証券 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 2,030 4,913 2,882

計 2,030 4,913 2,882



前へ   次へ 

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

(前連結会計年度末)(平成19年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注)  減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合は全て減損処理を行い、

30～50％下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っておりま

す。 

 なお、当連結会計年度は減損の対象となった株式はありません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

  

区分
当中間連結会計期間
(平成19年９月30日)

その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額(百万円)
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区分
前連結会計年度

(平成19年３月31日)

(1) 満期保有目的の債券
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

国債・地方債等 19 19 △0

計 19 19 △0

(2) その他有価証券 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

株式 1,998 5,717 3,719

計 1,998 5,717 3,719

区分
前連結会計年度

(平成19年３月31日)

その他有価証券 連結貸借対照表計上額(百万円)
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前へ 

(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

なお、ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除外しております。 

  

(当中間連結会計期間末)(平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

なお、ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除外しております。 

  

(前連結会計年度末)(平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除外しております。 

  



(ストック・オプション等関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成18年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

(当中間連結会計期間末)(平成19年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

(前連結会計年度末)(平成19年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年

４月１日 至平成19年９月30日)および前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

当社企業グループの取扱う製品等を種類・性質、製造方法、販売市場等の類似性に基づいて区分した

結果、同一事業種類の売上高および営業損益の金額がいずれも全セグメントの90％を超えているため、

事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年

４月１日 至平成19年９月30日)および前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社の売上高の合計が全セグメントの10％未満のため、所

在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年

４月１日 至平成19年９月30日)および前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
  
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間（当期）純利益および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 

   
※持分法適用会社の前期利益処分による役員賞与が持分方による投資利益に影響を与えているためであります。 

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 77.87円 86.33円 82.61円

１株当たり中間（当期）純利益 5.43円 5.34円 10.91円

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
4.80円 4.87円 10.04円

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

純資産の部の合計額 ─百万円 25,383百万円 24,946百万円

普通株式に係る純資産額 ─百万円 19,344百万円 18,512百万円

差額の主な内訳

少数株主持分 ─百万円 4,337百万円 4,020百万円

優先残余財産請求権により種

類株主に帰属する額
─百万円 1,701百万円 2,344百万円

優先配当額 ─百万円 ─百万円 69百万円

普通株式の発行済み株式数 ─千株 224,392千株 224,392千株

普通株式の自己株式数 ─千株 315千株 289千株

１株当たり純資産の算定に用い

られた普通株式の数
─千株 224,077千株 224,103千株

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益 1,209百万円 1,196百万円 2,508百万円

普通株主に帰属しない金額 △4百万円 ─百万円 69百万円

（うち利益処分による優先配当額） （─百万円) (─百万円) (69百万円)

（うち利益処分による役員賞与※） (△4百万円) (─百万円) (─百万円)

普通株式に係る中間（当期）純

利益
1,214百万円 1,196百万円 2,439百万円

普通株式の期中平均株式数 223,514千株 224,091千株 223,709千株

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益の算定に用いら

れた中間（当期）純利益調整額

―百万円 ―百万円 69百万円

 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数の内訳

 Ａ号種類株式

 Ｂ号種類株式

 Ｃ号種類株式

6,034千株

11,869千株

11,670千株

4,176千株

8,868千株

8,584千株

5,212千株

10,599千株

10,361千株

 普通株式増加数 29,574千株 21,630千株 26,174千株



(重要な後発事象) 

  
  

（前中間連結会計期間） 

(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

該当事項はありません。 

  

（当中間連結会計期間） 

(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

該当事項はありません。 

  

（前連結会計年度） 

(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

該当事項はありません。 

  

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

  (資産の部）

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 4,906 5,698 4,861

 ２ 受取手形 ※５ 246 223 172

 ３ 売掛金 27,563 27,105 26,654

 ４ たな卸資産 8,421 8,901 7,977

 ５ その他 1,671 2,077 1,493

   貸倒引当金 △40 △20 △25

   流動資産合計 42,769 51.5 43,986 53.1 41,134 50.6

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※
１
２

  １ 建物 9,666 9,183 9,408

  ２ 機械及び装置 3,027 3,157 3,222

  ３ 土地 13,537 13,260 13,461

  ４ 建設仮勘定 47 223 150

  ５ その他 910 27,189 840 26,665 872 27,114

 (2) 無形固定資産 1,560 1,287 1,441

 (3) 投資その他の 
   資産

  １ 投資有価証券 ※３ 8,293 7,976 8,657

  ２ 長期貸付金 4,791 4,817 4,575

  ３ その他 1,790 1,646 1,730

    貸倒引当金 △3,393 11,482 △3,554 10,885 △3,413 11,550

    固定資産合計 40,232 48.5 38,839 46.9 40,106 49.4

   資産合計 83,002 100.0 82,826 100.0 81,241 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

  (負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※５ 1,598 1,549 1,471

 ２ 買掛金 ※３ 30,334 31,233 27,991

 ３ 短期借入金 ※
２
３

11,964 9,979 10,680

 ４ 未払費用 4,488 4,339 4,093

 ５ 未払法人税等 93 89 152

 ６ 賞与引当金 813 782 775

 ７ その他 ※３ 1,457 1,297 1,364

   流動負債合計 50,751 61.1 49,271 59.5 46,528 57.3

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※
２
３

8,534 9,966 10,727

 ２ 繰延税金負債 1,406 882 1,158

 ３ 再評価に係る繰 
   延税金負債 3,324 3,273 3,293

 ４ 退職給付引当金 5,140 4,947 5,023

 ５ その他 176 157 167

   固定負債合計 18,581 22.4 19,228 23.2 20,370 25.0

  負債合計 69,333 83.5 68,499 82.7 66,898 82.3



  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

  (純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 3,363 3,363 3,363

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 3,964 3,964 3,964

   資本剰余金合計 3,964 3,964 3,964

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益 
    剰余金

    種類株式取得 
    積立金

14 165 14

    繰越利益 
    剰余金

3,256 4,495 4,213

   利益剰余金合計 3,271 4,660 4,227

 ４ 自己株式 △25 △32 △28

   株主資本合計 10,573 12.8 11,956 14.4 11,527 14.2

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

2,049 1,397 1,815

 ２ 土地再評価 
   差額金

1,045 972 1,000

   評価・換算差額 
   等合計

3,095 3.7 2,369 2.9 2,815 3.5

   純資産合計 13,669 16.5 14,326 17.3 14,342 17.7

  負債・純資産合計 83,002 100.0 82,826 100.0 81,241 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 115,148 100.0 114,201 100.0 229,285 100.0

Ⅱ 売上原価 100,071 86.9 99,683 87.3 198,969 86.8

   売上総利益 15,077 13.1 14,517 12.7 30,315 13.2

Ⅲ 販売費及び
一般管理費

14,412 12.5 13,757 12.0 28,704 12.5

   営業利益 664 0.6 759 0.7 1,611 0.7

Ⅳ 営業外収益

  受取利息 30 36 61

  その他 ※１ 286 556 463

  営業外収益合計 317 0.3 593 0.5 524 0.2

Ⅴ 営業外費用

  支払利息 172 164 357

  その他 33 152 41

  営業外費用合計 206 0.2 317 0.3 398 0.1

  経常利益 775 0.7 1,035 0.9 1,737 0.8

Ⅵ 特別利益 23 0.0 145 0.1 234 0.1

Ⅶ 特別損失 ※２ 150 0.1 36 0.0 384 0.2

   税引前中間 
   (当期)純利益

649 0.6 1,144 1.0 1,587 0.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

※３ 48 17 106

   法人税等調整額 ※３ ─ 48 0.1 ― 17 0.0 △31 75 0.0

   中間(当期)純利 
   益

601 0.5 1,126 1.0 1,512 0.7



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本 

準備金

その他 

資本 

剰余金

資本 

剰余金 

合計

その他利益剰余金

利益 

剰余金 

合計

種類株式 

償還 

積立金

繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 3,363 3,964 ─ 3,964 11 3,551 3,562 △22 10,868

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当

 Ａ号種類株式優先配当金 △13 △13 △13

 Ｂ号種類株式優先配当金 △33 △33 △33

 Ｃ号種類株式優先配当金 △39 △39 △39

 種類株式償還積立金積立 821 △821 ─ ─

 種類株式償還積立金取崩額 △818 11 △806 △806

 中間純利益 601 601 601

 自己株式の取得 806 806 △809 △2

 自己株式の消却 △806 △806 806 ─

 繰越利益剰余金にて充当 806 806 △806 △806 ─

 株主資本以外の項目の中間会計 

  期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
─ ─ ─ ─ 3 △294 △291 △2 △294

平成18年９月30日残高(百万円) 3,363 3,964 ─ 3,964 14 3,256 3,271 △25 10,573

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 

評価差額金

土地再評価 

差額金

評価・換算 

差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,401 1,045 3,447 14,315

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当

 Ａ号種類株式優先配当金 △13

 Ｂ号種類株式優先配当金 △33

 Ｃ号種類株式優先配当金 △39

 種類株式償還積立金積立 ─

 種類株式償還積立金取崩額 △806

 中間純利益 601

 自己株式の取得 △2

 自己株式の消却 ―

 繰越利益剰余金にて充当 ―

 株主資本以外の項目の中間会計 

  期間中の変動額（純額）
△351 ― △351 △351

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
△351 ─ △351 △646

平成18年９月30日残高(百万円) 2,049 1,045 3,095 13,669



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本 

準備金

その他 

資本 

剰余金

資本 

剰余金 

合計

その他利益剰余金

利益 

剰余金 

合計

種類株式 

取得 

積立金

繰越利益 

剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 3,363 3,964 ― 3,964 14 4,213 4,227 △28 11,527

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当

 Ａ号種類株式優先配当金 △10 △10 △10

 Ｂ号種類株式優先配当金 △27 △27 △27

 Ｃ号種類株式優先配当金 △31 △31 △31

 種類株式取得積立金積立 818 △818 ― ―

 種類株式取得積立金取崩額 △667 14 △652 △652

 中間純利益 1,126 1,126 1,126

 自己株式の取得 652 652 △656 △3

 自己株式の消却 △652 △652 652 ―

 繰越利益剰余金にて充当 652 652 △652 △652 ―

 土地再評価差額金の取崩 28 28 28

 株主資本以外の項目の中間会計 

  期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
― ― ― ― 150 282 432 △3 429

平成19年９月30日残高(百万円) 3,363 3,964 ― 3,964 165 4,495 4,660 △32 11,956

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 

評価差額金

土地再評価 

差額金

評価・換算 

差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 1,815 1,000 2,815 14,342

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当

 Ａ号種類株式優先配当金 △10

 Ｂ号種類株式優先配当金 △27

 Ｃ号種類株式優先配当金 △31

 種類株式取得積立金積立 ―

 種類株式取得積立金取崩額 △652

 中間純利益 1,126

 自己株式の取得 △3

 自己株式の消却 ―

 繰越利益剰余金にて充当 ―

 土地再評価差額金の取崩 28

 株主資本以外の項目の中間会計 

  期間中の変動額（純額）
△418 △28 △446 △446

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
△418 △28 △446 △16

平成19年９月30日残高(百万円) 1,397 972 2,369 14,326



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分によるものです。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本 

準備金

その他 

資本 

剰余金

資本 

剰余金 

合計

その他利益剰余金

利益 

剰余金 

合計

種類株式 

償還 

積立金

繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 3,363 3,964 ― 3,964 11 3,551 3,562 △22 10,868

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注）

 Ａ号種類株式優先配当金 △13 △13 △13

 Ｂ号種類株式優先配当金 △33 △33 △33

 Ｃ号種類株式優先配当金 △39 △39 △39

 種類株式償還積立金積立（注） 821 △821 ― ―

 種類株式償還積立金取崩額 △818 11 △806 △806

 当期純利益 1,512 1,512 1,512

 自己株式の取得 806 806 △812 △6

 自己株式の消却 △806 △806 806 ―

 繰越利益剰余金にて充当 806 806 △806 △806 ―

 土地再評価差額金の取崩 45 45 45

 株主資本以外の項目の事業年度 

 中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― ― ― 3 661 664 △6 658

平成19年３月31日残高(百万円) 3,363 3,964 ― 3,964 14 4,213 4,227 △28 11,527

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 

評価差額金

土地再評価 

差額金

評価・換算 

差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,401 1,045 3,447 14,315

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注）

 Ａ号種類株式優先配当金 △13

 Ｂ号種類株式優先配当金 △33

 Ｃ号種類株式優先配当金 △39

 種類株式償還積立金積立（注） ―

 種類株式償還積立金取崩額 △806

 当期純利益 1,512

 自己株式の取得 △6

 自己株式の消却 ―

 繰越利益剰余金にて充当 ―

 土地再評価差額金の取崩 45

 株主資本以外の項目の事業年度 

 中の変動額（純額）
△586 △45 △631 △631

事業年度中の変動額合計(百万円) △586 △45 △631 27

平成19年３月31日残高(百万円) 1,815 1,000 2,815 14,342



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) たな卸資産

移動平均法（ただ

し、牛枝肉については

個別法）による原価法

によっております。

(1) たな卸資産

同左

(1) たな卸資産

同左

(2) 有価証券

①満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

②子会社株式および関連

会社株式

移動平均法による原

価法

③その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は全部純資産直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定)

(2) 有価証券

①満期保有目的の債券

同左

②子会社株式および関連

会社株式

同左

③その他有価証券

時価のあるもの

同左

(2) 有価証券

①満期保有目的の債券

同左

②子会社株式および関連

会社株式

同左

③その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価

格等に基づく時価

法(評価差額は全

部純資産直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)

時価のないもの

移動平均法によ

る原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(3) デリバティブ

時価法

(3) デリバティブ

同左

(3) デリバティブ

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

定率法

ただし、建物(建物

附属設備を除く)、に

ついては定額法によっ

ております。

なお、主な耐用年数

は以下のとおりです。

建物および構築物

２～50年

機械及び装置・工具 

器具備品

２～20年

(1) 有形固定資産

定率法

ただし、建物(建物

附属設備を除く)、に

ついては定額法によっ

ております。

なお、主な耐用年数

は以下のとおりです。

建物および構築物

２～50年

機械及び装置・工具 

器具備品

２～20年

(1) 有形固定資産

定率法

ただし、建物(建物

附属設備を除く)、に

ついては定額法によっ

ております。

なお、主な耐用年数

は以下のとおりです。

建物および構築物

２～50年

機械及び装置・工具 

器具備品

２～20年

（会計方針の変更） 

 法人税法の改正((所得税

法等の一部を改正する法律

平成19年３月30日 法律第

６号)および(法人税施行例

の一部を改正する政令 平

成19年３月30日 政令第83

号))に伴い、当中間会計期

間より、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方

法に変更しております。 

 これに伴い、従来と同一

の方法によった場合に比

べ、売上総利益が４百万

円、営業利益、経常利益お

よび税引前中間純利益はそ

れぞれ５百万円減少してお

ります。

（追加情報） 

 当中間会計期間から、平

成19年３月31日以前に取得

したものについては、取得

価額の５％に到達した事業

年度の翌事業年度より、取

得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわ

たり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しておりま

す。 

 これにより、従来と同一

の方法によった場合に比

べ、売上総利益が92百万

円、営業利益、経常利益お

よび税引前中間純利益はそ

れぞれ103百万円減少して

おります。



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 無形固定資産

定額法

ただし、ソフトウエ

ア(自社利用分)につい

ては社内における利用

可能見積り期間(５年)

に基づく定額法。

(2) 無形固定資産

同左

 

 

 

 

 

(2) 無形固定資産

同左

 

 

 

 

 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を勘案し、回収不

能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与支払に

備えるため、将来の支

給額を見積り、これに

基づいて計上しており

ます。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務および年金資産の

見込額に基づき、当中

間会計期間末において

発生していると認めら

れる額を計上しており

ます。

なお、会計基準変更

時差異については、15

年による按分額を費用

処理しております。

数理計算上の差異

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以 内 の 一 定 の 年 数

(各々10年)による定額

法により発生翌事業年

度から費用処理するこ

ととしており、過去勤

務債務はその発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(各々10年)による定額

法により、発生した事

業年度から費用処理し

ております。

また、退職給付信託

を設定しております。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当期末に

おける退職給付債務お

よび年金資産の見込額

に基づき、当期におい

て発生していると認め

られる額を計上してお

ります。

なお、会計基準変更

時差異については、15

年による按分額を費用

処理しております。

数理計算上の差異

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以 内 の 一 定 の 年 数

(各々10年)による定額

法により発生翌事業年

度から費用処理するこ

ととしており、過去勤

務債務はその発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(各々10年)による定額

法により、発生した事

業年度から費用処理し

ております。

また、退職給付信託

を設定しております。



  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によ

っております。

また、金利スワップ

について特例処理の条

件を充たしている場合

には特例処理を採用し

ております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

・手段：金利スワップ

・対象：借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(3) ヘッジ方針

市場金利の変動等に

よるリスクをヘッジす

るため、実債務を対象

として事前社内承認の

上で行っております。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) 有効性評価の方法

ヘッジ対象およびヘ

ッジ手段の各リスク要

素別相場変動またはキ

ャッシュ・フロー変動

の累計額を比較し、そ

の相関関係によりヘッ

ジの有効性を評価して

おります。

ただし、特例処理に

よっている金利スワッ

プについては、有効性

の評価を省略しており

ます。

(4) 有効性評価の方法

同左

(4) 有効性評価の方法

同左

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税等(消費税及

び地方消費税)の会計

処理は税抜方式を採用

しております。

なお、仮払消費税等

と仮受消費税等は中間

貸借対照表上相殺し、

相殺後の金額は流動負

債の「その他」に含め

て表示しております。

(1) 消費税等の会計処理

同左

(1) 消費税等の会計処理

消費税等(消費税及

び地方消費税)の会計

処理は税抜方式を採用

しております。



次へ 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

 表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

および「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 なお、従来の「資本の部」に相当

する金額は13,669百万円でありま

す。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

    ―――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）およ

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 なお、当事業年度末における、こ

れまでの資本の部の合計に相当する

金額は14,342百万円であります。 

 当事業年度における貸借対照表の

純資産の部については、財務諸表等

規則の改正にともない、改正後の財

務諸表等規則により作成していま

す。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

（中間貸借対照表） 

 流動負債の「未払費用」（前中間会計期間3,521百万

円）は、資産総額の100分の５を超えたため、当中間会

計期間より区分掲記しております。

       ――――――――――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

39,824百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

39,807百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額

39,355百万円

※２(1) このうち次の固定資産(北

海道、茨城、三重、鹿児島

の各工場およびプリマ食品

株式会社、秋田プリマ食品

株式会社への貸与資産)

は、工場財団抵当権を設定

し、下記の借入金の担保に

供しております。

※２(1) このうち次の固定資産(北

海道、茨城、三重、鹿児島

の各工場および秋田プリマ

食品株式会社への貸与資

産)は、工場財団抵当権を

設定し、下記の借入金の担

保に供しております。

※２(1) このうち次の固定資産(北

海道、茨城、三重、鹿児島

の各工場およびプリマ食品

株式会社、秋田プリマ食品

株式会社への貸与資産)

は、工場財団抵当権を設定

し、下記の借入金の担保に

供しております。

 

建物 7,652百万円

構築物 493百万円

機械及び装置 2,819百万円

土地 8,415百万円

計 19,381百万円
 

建物 6,403百万円

構築物 375百万円

機械及び装置 2,948百万円

土地 7,737百万円

計 17,464百万円
 

建物 7,350百万円

構築物 478百万円

機械及び装置 3,020百万円

土地 8,415百万円

計 19,264百万円

 

短期 
借入金(注)

5,020百万円

長期 
借入金(注)

2,791百万円

計 7,811百万円
 

短期 
借入金(注)

3,923百万円

長期 
借入金(注)

3,750百万円

計 7,674百万円

短期
借入金(注)

4,106百万円

長期
借入金(注)

3,641百万円

計 7,748百万円

(2) このうち次の固定資産は、

下記の借入金の担保に供し

ております。

(2) このうち次の固定資産は、

下記の借入金の担保に供し

ております。

(2) このうち次の固定資産は、

下記の借入金の担保に供し

ております。

 

建物 1,236百万円

土地 2,808百万円

計 4,045百万円
 

建物 1,045百万円

土地 1,610百万円

計 2,655百万円

建物 1,203百万円

土地 2,601百万円

計 3,805百万円

 

短期 
借入金(注)

395百万円

長期 
借入金(注)

540百万円

計 936百万円
 

短期 
借入金(注)

293百万円

長期 
借入金(注)

158百万円

計 451百万円

短期
借入金(注)

412百万円

長期
借入金(注)

279百万円

計 692百万円

(注)短期借入金のうち4,938百

万円、長期借入金のうち

2,471百万円は根抵当権を

設定しております。

(注)短期借入金のうち3,918百

万円、長期借入金のうち

3,491百万円は根抵当権を

設定しております。

(注)短期借入金のうち4,055百

万円、長期借入金のうち

3,354百万円は根抵当権を

設定しております。

 

※３ 投資有価証券及び関係会社株

式のうち、1,510百万円は、次

の借入金等の担保に供しており

ます。

買掛金 3百万円

短期借入金 316百万円

長期借入金 499百万円

預り金 
(ギフト券)

7百万円

計 825百万円
 

※３ 投資有価証券及び関係会社株

式のうち、1,159百万円は、次

の借入金等の担保に供しており

ます。

買掛金 3百万円

短期借入金 339百万円

長期借入金 160百万円

預り金
(ギフト券)

6百万円

計 509百万円

※３ 投資有価証券及び関係会社株

式のうち、1,203百万円は、次

の借入金等の担保に供しており

ます。

買掛金 1百万円

短期借入金 339百万円

長期借入金 318百万円

預り金
(ギフト券)

6百万円

計 665百万円



  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

４ 偶発債務

次の各会社等の銀行借入金

等に対して債務保証を行って

おります。

４ 偶発債務

次の各会社等の銀行借入金

等に対して債務保証を行って

おります。

４ 偶発債務

次の各会社等の銀行借入金

等に対して債務保証を行って

おります。

 

 

北陸プライム㈱ 435百万円
㈱かみふらの 
工房

380百万円

四国フーズ㈱ 142百万円
㈱ドルチャ 82百万円
プリマルーケ㈱ 80百万円

その他２社 
および従業員

54百万円

計 1,175百万円

※５ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。 

 なお、当中間会計期間末が金

融機関の休日であったため、次

の中間会計期間末日満期手形が

中間会計期間末残高に含まれて

おります。

受取手形 12百万円
支払手形 5百万円

 

 

北陸プライム㈱ 373百万円
㈱かみふらの
工房

344百万円

四国フーズ㈱ 90百万円
㈱ドルチャ 62百万円
プリマルーケ㈱ 25百万円

その他１社
および従業員

37百万円

計 933百万円

※５ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。 

 なお、当中間会計期間末が金

融機関の休日であったため、次

の中間会計期間末日満期手形が

中間会計期間末残高に含まれて

おります。

受取手形 17百万円
支払手形 5百万円

 

 

北陸プライム㈱ 404百万円
㈱かみふらの工
房

362百万円

四国フーズ㈱ 109百万円

㈱ドルチャ 72百万円

プリマルーケ㈱ 50百万円

その他２社 
および従業員

44百万円

計 1,043百万円

※５ 期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって

決済処理しております。 

 

 なお、当期末日が金融機関の

休日であったため、次の期末日

満期手形が期末残高に含まれて

おります。 

 

受取手形 17百万円
支払手形 6百万円



次へ 

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益・その他の主要項

目

受取配当金 163百万円

※１ 営業外収益・その他の主要項

目

受取配当金 427百万円

※１ 営業外収益・その他の主要項

目

受取配当金 184百万円

    ――――――――      ――――――― 

 

※２ 減損損失

当社は、以下の資産について減損

損失を計上しております。

用途 種類 場所
金額 

(百万円)

遊休資産
建物、
土地他

京都府 
京都市

125

当社は、管理会計上の単位を資産

グループの基礎とし、独立したキャ

ッシュ・フローを生み出す最小単位

でグルーピングを行っております。

また、賃貸用資産および遊休資産に

ついてはそれぞれ個別物件ごとにグ

ルーピングを行っております。

上記資産につきましては、近年の

継続的な地価の下落により、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失として特別損失に

計上しております。 

 なお、上記資産の回収可能価額

は、路線価等をもとにした正味売却

価額により算定しております。

※３  法人税、住民税及び事業税

税効果会計の適用につい

ては、簡便法を採用している

ため、法人税等調整額は「法

人税、住民税及び事業税」に

含めて表示しております。

※３ 法人税、住民税及び事業税 

       同左

――――――

  ４ 減価償却実施額

有形固定資産 618百万円

無形固定資産 266百万円

  ４ 減価償却実施額

有形固定資産 760百万円

無形固定資産 257百万円

４ 減価償却実施額

有形固定資産 1,377百万円

無形固定資産 531百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

１ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

普通株式の自己株式の株式数の増加19,431株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

種類株式の自己株式の株式数の増加3,984,000株は取得請求による増加であり、減少3,984,000株は消却による

ものです。 

  
当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

普通株式の自己株式の株式数の増加26,300株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

種類株式の自己株式の株式数の増加3,216,000株のうち888,000株は取得請求による増加であり、2,328,000株

は定款に定めた強制取得による増加であります。また、減少3,216,000株は消却によるものです。 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

普通株式の自己株式の株式数の増加40,906株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

種類株式の自己株式の株式数の増加4,308,000株は取得請求による増加であり、減少4,308,000株は消却による

ものです。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 232,181 19,431 ─ 251,612

Ａ号種類株式（株） ─ 768,000 768,000 ─

Ｂ号種類株式（株） ─ 1,584,000 1,584,000 ─

Ｃ号種類株式（株） ─ 1,632,000 1,632,000 ─

合計 232,181 4,003,431 3,984,000 251,612

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 273,087 26,300 ― 299,387

Ａ号種類株式（株） ― ― ― ―

Ｂ号種類株式（株） ― 1,584,000 1,584,000 ―

Ｃ号種類株式（株） ― 1,632,000 1,632,000 ―

合計 273,087 3,242,300 3,216,000 299,387

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 232,181 40,906 ─ 273,087

Ａ号種類株式（株） ─ 1,092,000 1,092,000 ─

Ｂ号種類株式（株） ─ 1,584,000 1,584,000 ─

Ｃ号種類株式（株） ─ 1,632,000 1,632,000 ─

合計 232,181 4,348,906 4,308,000 273,087



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引にかかる注記

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引にかかる注記

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引にかかる注記

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械及び 
装置

2,997 1,739 1,257

その他 3,212 1,505 1,706

合計 6,209 3,245 2,964

 

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械及び 
装置

2,464 1,599 864

その他 3,383 1,984 1,399

合計 5,848 3,583 2,264

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械及び
装置

2,514 1,485 1,029

その他 3,141 1,650 1,491

合計 5,656 3,135 2,521

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

② 未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 987百万円

１年超 2,040百万円

合計 3,028百万円
 

１年内 862百万円

１年超 1,461百万円

合計 2,323百万円

１年内 882百万円

１年超 1,699百万円

合計 2,582百万円

③ 当中間会計期間の支払リース

料、減価償却費相当額及び支払利

息相当額

③ 当中間会計期間の支払リース

料、減価償却費相当額及び支払利

息相当額

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

 

(1) 支払リース料 629百万円

(2) 減価償却費
相当額

599百万円

(3) 支払利息相当額 28百万円
 

(1) 支払リース料 566百万円

(2) 減価償却費
相当額

539百万円

(3) 支払利息相当額 26百万円

(1) 支払リース料 1,203百万円

(2) 減価償却費
相当額

1,145百万円

(3) 支払利息相当額 54百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件取得

価額相当額の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については

利息法によっております。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

同左



前へ 

(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  
（前中間会計期間） 

(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

平成18年11月６日開催の当社取締役会において、以下の関連会社の工場新設資金として増資引受けを決議し、

平成18年12月６日に増資払込を完了しております。 

 この結果、同社は当社の特定子会社に該当することになりました。 

１ 名称        THAI BEST PACKERS CO.,LTD. 

２ 事業内容      加工食品の製造及び販売 

３ 増資引受株式数        63,000株 （平成18年12月７日払込実行株式） 

４ 増資引受価額     63,000,000バーツ 

５ 増資後の資本金   122,375,000バーツ 

６ 増資後の議決権割合        56.4％ （増資引受前は30.0％） 

  

（当中間会計期間） 
(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

該当事項はありません。 

   

  

（前事業年度） 
(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

該当事項はありません。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  (1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第60期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月28日関東財務局長に

提出 

  

  (2)有価証券報告書の訂正報告書 

訂正報告書（上記(1)有価証券報告書の訂正報告書）を平成19年10月９日関東財務局長に提出 

  

  (3)有価証券報告書の訂正報告書 

訂正報告書（上記(1)有価証券報告書の訂正報告書）を平成19年12月３日関東財務局長に提出 

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月25日

プリマハム株式会社 

取 締 役 会  御中 

 

 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているプリマハム株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、プリマハム株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当中間

連結会計期間より貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

新日本監査法人

指 定 社 員
公認会計士  梅  澤  厚  廣  ㊞

業務執行社員

指 定 社 員
公認会計士  古  杉  裕  亮  ㊞

業務執行社員

指 定  社 員
公認会計士  湯  川  喜  雄  ㊞

業務執行社員

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月17日

プリマハム株式会社 

取 締 役 会  御中 

 

 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているプリマハム株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間

連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、プリマハム株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指 定 社 員
公認会計士  田  口  茂  雄  ㊞

業務執行社員

指 定 社 員
公認会計士  渡  辺  伸  啓  ㊞

業務執行社員

指 定  社 員
公認会計士  湯  川  喜  雄  ㊞

業務執行社員

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。



独立監査人の中間監査報告書 
 

平成18年12月25日

プリマハム株式会社 

取 締 役 会  御中 

 

 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているプリマハム株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第60期事業年度の中間会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、プリマハム株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

新日本監査法人

指 定  社 員
公認会計士  梅  澤  厚  廣  ㊞

業務執行社員

指 定  社 員
公認会計士  古  杉  裕  亮   ㊞

業務執行社員

指 定  社 員
業務執行社員

公認会計士  湯  川  喜  雄  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。



独立監査人の中間監査報告書 
 

平成19年12月17日

プリマハム株式会社 

取 締 役 会  御中 

 

 

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているプリマハム株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第61期事業年度の中

間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、プリマハム株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

新日本監査法人

指 定  社 員
公認会計士  田  口  茂  雄  ㊞

業務執行社員

指 定  社 員
公認会計士  渡  辺  伸  啓   ㊞

業務執行社員

指 定  社 員
業務執行社員

公認会計士  湯  川  喜  雄  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。
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